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各届出に必要となる書類の早見表

(※1)知事、県議、指定都市の市長、指定都市の市議に係る候補者を後援する団体において、課税上の優遇措置の適用を

「有」とする場合に必要（本冊 14 頁を参照）。また、公職の種類に異動があった場合は、記載例を参照の上作成

し、異動届に添付。

(※2)国会議員に係る候補者を後援する団体（政治資金規正法第 19 条の 7第 1項第 2号）において、課税上の優遇措置の

適用を「有」とする場合に必要（本冊 14 頁を参照）。また、公職の種類に異動があった場合は、記載例を参照の上

作成し、異動届に添付。

(※3)(※2)を提出した団体において、国会議員に係る候補者を後援する団体ではなくなった場合、異動届に添付。

(※4)公職の種類、団体の名称、主たる事務所の所在地、代表者に異動ある場合、(3)～(5)とは別に必要。

(※5)名称、主たる事務所の所在地、活動区域が異動となった場合、改正が必要な可能性が高い。

届出事項 団体区分 必要書類 備考

政治団体の設立

（郵送不可）

政党の支部 (1) 政治団体設立届

綱領、党則、規約等

(16) 政党の状況等に関する届

(17) 支部証明書 政党本部が作成

その他の政治団

体

(1) 政治団体設立届

綱領、党則、規約等

(2) 被推薦書 該当団体のみ必要(※1)

(18) 国会議員関係団体に該当する旨の通知 該当団体のみ必要(※2)

資金管理団体の指定 資金管理団体 (12) 資金管理団体指定届 指定を行う場合のみ必要

資金管理団体の取消 (14) 資金管理団体指定取消届 取消を行う場合のみ必要

届出事項の異動

（郵送不可）

政党の支部 (3) 届出事項等の異動届（事務所所在地等） 異動の内容により、必要な様

式を選択し提出(4) 届出事項等の異動届（代表者等）

(5) 届出事項等の異動届（国会議員関係政治団体）

綱領、党則、規約等 改正が必要な場合のみ(※5)

(17) 支部証明書 団体名称、所在地、活動区域

に異動があった場合に必要

その他の政治団

体

(3) 届出事項等の異動届（事務所所在地等） 異動の内容により、必要な様

式を選択し提出(4) 届出事項等の異動届（代表者等）

(5) 届出事項等の異動届（国会議員関係政治団体）

綱領、党則、規約等 改正が必要な場合のみ(※5)

(2) 被推薦書 新たに該当するか、内容に異

動ある場合のみ必要(※1)

(18) 国会議員関係団体に該当する旨の通知 新たに該当するか、内容に異

動ある場合のみ必要(※2)

(19) 国会議員関係団体に該当しなくなった旨

の通知

該当団体のみ必要(※3)

資金管理団体 (13) 資金管理団体届出事項の異動届(※4) 指定している団体のみ必要

政治団体の解散 (7) 政治団体解散届

― 政治資金収支報告書

（解散年の 1月 1日から解散日まで）

解散時は、宣誓書に代表者の

氏名も必要

資金管理団体 (15) 資金管理団体でなくなった旨の届 (14)でも可

届出名義人欄を記名のみで本人が届出 ― 本人確認書類 本冊 2頁を参照

〃 代理人が届出 (20) 委任状（及び代理人の本人確認書類）



(1) 政 治 団 体 設 立 届

令和 年 月 日

総 務 大 臣
様

静岡県選挙管理委員会

政治団体の名称

事務所の所在地

代表者の氏名

政治資金規正法第６条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

名 称

(ふ り が な) 政治団体の区分

□政 党
□政党の支部
□政治資金団体
□政治資金規正法第18条の２第１項の規定による政治団体
□その他の政治団体
□その他の政治団体の支部

国会議員関係政治団体の区分

□政治資金規正法第19条の７第１項第１号
に係る国会議員関係政治団体

□政治資金規正法第19条の７第１項第２号
に係る国会議員関係政治団体

目 的 別紙のとおり 組織年月日 令和 年 月 日

主 た る 事 務 所

の 所 在 地

(〒 － ) (電話 － － )

主たる活動区域

(ふりがな)
氏 名

住 所 生年月日 選任年月日

代 表 者
(〒 － )(電話 － － ) 大・昭・平

・ ・

令和

・ ・

会 計 責 任 者
(〒 － )(電話 － － ) 大・昭・平

・ ・

令和

・ ・

会 計 責 任 者 の

職 務 代 行 者

(〒 － )(電話 － － ) 大・昭・平

・ ・

令和

・ ・

支 部 の 有 無 □有 □無 課税上の優遇措置の適用関係の有無 □有 □無

政治資金規正法第 19 条

の７第１項第１号に係る

国会議員関係政治団体

代表者である公職の候補者に係る公職の種類 区 分

□衆議院比例代表選出議員 □衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員 □参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

政治資金規正法第 19 条

の７第１項第２号に係る

国会議員関係政治団体

公職の候補者の氏名 公職の候補者に係る公職の種類 区 分

（ふりがな）

□衆議院比例代表選出議員 □衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員 □参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

上記以外の政治団体

公職の候補者の氏名 公職の候補者に係る公職の種類 区 分

（ふりがな）

□県知事 □県議会議員 □市長 □市議会議員

□町長 □町議会議員 □非後援 □複数後援

□現 職

□候補者等
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（備考）

１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

２ 政治団体の支部にあっては、「名称」欄にその名称を記載するとともに、当該支部を支部とする政治団体の名

称を「（本部）何々」の例により記載すること。

３ 代表者本人が届け出る場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理人が届け出る場合にあっては

当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書類の提示又は提出を行うこと。ただし、代表者本人の署名その他

の措置を講ずる場合は、この限りでない。

４ 「□」内には、該当するものに「レ」を記入することとし、「政治団体の区分」欄の中の該当する「□」に「レ」

を記入するとともに、「国会議員関係政治団体の区分」欄の中の該当する「□」にも「レ」を記入すること。

５ 「組織年月日」欄には、政治団体の組織の日又は法第 3条第 1項各号又は第５条第１項各号の団体となった日

を記載すること。なお法第 18 条の２第１項の規定による政治団体（以下「特定パーティー開催団体」という。）

にあっては、政治団体とみなされることとなった日を記載すること。

６ 「主たる事務所の所在地」欄には、例えば、「東京都千代田区○○町１丁目１番１号○○会館○号室」という

ように詳細に記載すること。

７ 「主たる活動区域」欄には、２以上の都道府県にわたる政治団体にあっては、例えば、「全国」、「九州各県」、

「甲県及び乙県」というように詳細に記載し、活動区域が１の都道府県の区域内である政治団体にあっては、例

えば「甲県」、「甲町及び乙町」というように具体的に記載すること。なお、特定パーティー開催団体にあっては、

開催する政治資金パーティーの開催場所を、例えば、「東京都千代田区○○町１丁目１番１号○○会館○○の間」

というように詳細に記載すること。

８「課税上の優遇措置の適用関係の有無」欄とは、租税特別措置法第 41 条の 18 第１項各号のいずれかに該当する

か否かにより記載すること。

９ 「代表者である公職の候補者に係る公職の種類」欄及び「公職の候補者に係る公職の種類」欄には、衆議院議

員又は参議院議員の区分により、その職にある者にあっては「衆議院議員（現職）」、その職の候補者及び候補者

になろうとする者にあっては「衆議院議員（候補者等）」の例により記載すること。

10 政党、政治資金団体又はその他の政治団体がこの届出をする際には、法第６条第２項に規定する綱領、党則、

規約その他の政令で定める文書を併せて提出すること。なお、特定パーティー開催団体にあっては、開催計画書

その他の政令で定める文書を併せて提出すること。
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(1) 政 治 団 体 設 立 届

令和○○年 ６月 ５日

総 務 大 臣
様

静岡県選挙管理委員会

政治団体の名称 静岡たろう後援会

事務所の所在地 静岡市葵区追手町９番６号

代表者の氏名 三 島 一 郎

政治資金規正法第６条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

名 称

(ふ り が な)

しず おか こう えん かい

静 岡 た ろ う 後 援 会

政治団体の区分

□政 党
□政党の支部
□政治資金団体
□政治資金規正法第18条の２第１項の規定による政治団体
□その他の政治団体
□その他の政治団体の支部

国会議員関係政治団体の区分

□政治資金規正法第19条の７第２項第１号
に係る国会議員関係政治団体

□政治資金規正法第19条の７第１項第２号
に係る国会議員関係政治団体

目 的 別紙のとおり 組織年月日 令和○○年 ６月 １日

主 た る 事 務 所

の 所 在 地

(〒 420 － 8601 ) (電話 054 － 221 － 2058 )

静 岡 市 葵 区 追 手 町 ９ 番 ６ 号
主たる活動区域 静 岡 市 葵 区

(ふりがな)
氏 名

住 所 生年月日 選任年月日

代 表 者
みしま いちろう

三 島 一 郎

(〒000－0000) (電話 111－111－1111)

沼津市○○町１番地
大・○昭・平

10・5・6

令和

○○・6・1

会 計 責 任 者
はままつ じろう

浜 松 次 郎

(〒222－2222) (電話 333－333－3333)

磐田市○○町２番地
大・○昭・平

20・6・7

令和

○○・6・1

会 計 責 任 者 の

職 務 代 行 者

すその みつこ

裾 野 三 子

(〒444－4444) (電話 444－444－4444)

熱海市○○町３番地
大・○昭・平

30・7・8

令和

○○・6・1

支 部 の 有 無 □有 □無 課税上の優遇措置の適用関係の有無 □有 □無

政治資金規正法第 19 条

の７第１項第１号に係る

国会議員関係政治団体

代表者である公職の候補者に係る公職の種類 区 分

□衆議院比例代表選出議員 □衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員 □参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

政治資金規正法第 19 条

の７第１項第２号に係る

国会議員関係政治団体

公職の候補者の氏名 公職の候補者に係る公職の種類 区 分

（ふりがな）
□衆議院比例代表選出議員 □衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員 □参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

上記以外の政治団体

公職の候補者の氏名 公職の候補者に係る公職の種類 区 分

（ふりがな）

しずおか たろう

静 岡 太 郎

□県知事 □県議会議員 □市長 □市議会議員

□町長 □町議会議員 □非後援 □複数後援

□現 職

□候補者等

三

島

＜記載例１＞ 国会議員関係政治団体以外の団体の場合

１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」の

場合は、従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰か

により以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出

公職の候補者に係る公職の種類が、県知事、県
議会議員、指定都市の市長、指定都市の市議会
議員の場合のみ有になります（被推薦書が併せ
て必要です）。
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(1) 政 治 団 体 設 立 届

令和○○年 ６月 ５日

総 務 大 臣

様

静岡県選挙管理委員会

政治団体の名称 ○○党静岡県支部

事務所の所在地 静岡市葵区追手町９番６号

代表者の氏名 静 岡 太 郎

政治資金規正法第６条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

名 称

(ふ り が な)

まるまるとうしずおかけんしぶ

○○党静岡県支部

（ 本 部 ） ○ ○ 党

政治団体の区分

□政 党
□政党の支部
□政治資金団体
□政治資金規正法第18条の２第１項の規定による政治団体
□その他の政治団体
□その他の政治団体の支部

国会議員関係政治団体の区分

□政治資金規正法第19条の７第１項第１号
に係る国会議員関係政治団体

□政治資金規正法第19条の７第１項第２号
に係る国会議員関係政治団体

目 的 別紙のとおり 組織年月日 令和○○年 ６月 １日

主 た る 事 務 所

の 所 在 地

(〒 420 － 8601 ) (電話 054 － 221 － 2058 )

静 岡 市 葵 区 追 手 町 ９ 番 ６ 号
主たる活動区域 静 岡 県

(ふりがな)
氏 名

住 所 生年月日 選任年月日

代 表 者
しずおか たろう

静 岡 太 郎

(〒000－0000) (電話 111－111－1111)

静岡市葵区○○町１番地
大・○昭・平

50・10・11

令和

○○・6・1

会 計 責 任 者
はままつ じろう

浜 松 次 郎

(〒222－2222) (電話 333－333－3333)

磐田市○○町２番地
大・○昭・平

20・6・7

令和

○○・6・1

会 計 責 任 者 の

職 務 代 行 者

すその みつこ

裾 野 三 子

(〒444－4444) (電話 444－444－4444)

熱海市○○町３番地
大・○昭・平

30・7・8

令和

○○・6・1

支 部 の 有 無 □有 □無 課税上の優遇措置の適用関係の有無 □有 □無

政治資金規正法第 19 条

の７第１項第１号に係る

国会議員関係政治団体

代表者である公職の候補者に係る公職の種類 区 分

□衆議院比例代表選出議員 □衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員 □参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

政治資金規正法第 19条

の７第１項第２号に係る

国会議員関係政治団体

公職の候補者の氏名 公職の候補者に係る公職の種類 区 分

（ふりがな）
□衆議院比例代表選出議員 □衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員 □参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

上記以外の政治団体

公職の候補者の氏名 公職の候補者に係る公職の種類 区 分

（ふりがな）
□県知事 □県議会議員 □市長 □市議会議員

□町長 □町議会議員 □非後援 □複数後援

□現 職

□候補者等

静

岡

＜記載例２＞ 政党の支部の場合

１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」の

場合は、従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰か

により以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出

政党の支部を設立した場合、「政党の状況等に
関する届」と「支部証明書」が併せて必要とな
ります。

代表者が国会議員関係の公職の候補者等でな
ければ、記載不要です。
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(1) 政 治 団 体 設 立 届

令和○○年 ６月 ５日

総 務 大 臣
様

静岡県選挙管理委員会

政治団体の名称 静岡たろう後援会

事務所の所在地 静岡市葵区追手町９番６号

代表者の氏名 三島 一郎

政治資金規正法第６条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

名 称

(ふ り が な)

しず おか こう えん かい

静 岡 た ろ う 後 援 会

政治団体の区分

□政 党
□政党の支部
□政治資金団体
□政治資金規正法第18条の２第１項の規定による政治団体
□その他の政治団体
□その他の政治団体の支部

国会議員関係政治団体の区分

□政治資金規正法第19条の７第１項第１号
に係る国会議員関係政治団体

□政治資金規正法第19条の７第１項第２号
に係る国会議員関係政治団体

目 的 別紙のとおり 組織年月日 令和○○年 ６月 １日

主 た る 事 務 所

の 所 在 地

(〒 420 － 8601 ) (電話 054 － 221 － 2058 )

静 岡 市 葵 区 追 手 町 ９ 番 ６ 号
主たる活動区域 静 岡 県

(ふりがな)
氏 名

住 所 生年月日 選任年月日

代 表 者
みしま いちろう

三 島 一 郎

(〒000－0000) (電話 111－111－1111)

沼津市○○町１番地

大・○昭・平

10・5・6

令和

○○・6・1

会 計 責 任 者
はままつ じろう

浜 松 次 郎

(〒222－2222) (電話 333－333－3333)

磐田市○○町２番地
大・○昭・平

20・6・7

令和

○○・6・1

会 計 責 任 者 の

職 務 代 行 者

すその みつこ

裾 野 三 子

(〒444－4444) (電話 444－444－4444)

熱海市○○町３番地
大・○昭・平

30・7・8

令和

○○・6・1

支 部 の 有 無 □有 □無 課税上の優遇措置の適用関係の有無 □有 □無

政治資金規正法第 19条

の７第１項第１号に係る

国会議員関係政治団体

代表者である公職の候補者に係る公職の種類 区 分

□衆議院比例代表選出議員 □衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員 □参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

政治資金規正法第 19 条

の７第１項第２号に係る

国会議員関係政治団体

公職の候補者の氏名 公職の候補者に係る公職の種類 区 分

（ふりがな）

しずおか たろう

静 岡 太 郎

□衆議院比例代表選出議員 □衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員 □参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

上記以外の政治団体

公職の候補者の氏名 公職の候補者に係る公職の種類 区 分

（ふりがな）
□県知事 □県議会議員 □市長 □市議会議員

□町長 □町議会議員 □非後援 □複数後援

□現 職

□候補者等

三

島

＜記載例３＞ 国会議員関係政治団体の２号団体に該当する場合

１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」の

場合は、従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰か

により以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出

2号団体に該当する場合、「国会議員関
係団体に該当する旨の通知」が併せて必
要となります。
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(1) 政 治 団 体 設 立 届

令和○○年 ６月 ５日

総 務 大 臣

様
静岡県選挙管理委員会

政治団体の名称 静岡たろう後援会

事務所の所在地 静岡市葵区追手町９番６号

代表者の氏名 静 岡 太 郎

政治資金規正法第６条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

名 称

(ふ り が な)

しず おか こう えん かい

静 岡 た ろ う 後 援 会

政治団体の区分

□政 党
□政党の支部
□政治資金団体
□政治資金規正法第18条の２第１項の規定による政治団体
□その他の政治団体
□その他の政治団体の支部

国会議員関係政治団体の区分

□政治資金規正法第19条の７第１項第１号
に係る国会議員関係政治団体

□政治資金規正法第19条の７第１項第２号
に係る国会議員関係政治団体

目 的 別紙のとおり 組織年月日 令和○○年 ６月 １日

主 た る 事 務 所

の 所 在 地

(〒 420 － 8601 ) (電話 054 － 221 － 2058 )

静 岡 市 葵 区 追 手 町 ９ 番 ６ 号
主たる活動区域 静 岡 県

(ふりがな)
氏 名

住 所 生年月日 選任年月日

代 表 者
しずおか たろう

静 岡 太 郎

(〒000－0000) (電話 111－111－1111)

静岡市葵区○○町１番地

大・○昭・平

50・10・11

令和

○○・6・1

会 計 責 任 者
はままつ じろう

浜 松 次 郎

(〒222－2222) (電話 333－333－3333)

磐田市○○町２番地
大・○昭・平

20・6・7

令和

○○・6・1

会 計 責 任 者 の

職 務 代 行 者

すその みつこ

裾 野 三 子

(〒444－4444) (電話 444－444－4444)

熱海市○○町３番地
大・○昭・平

30・7・8

令和

○○・6・1

支 部 の 有 無 □有 □無 課税上の優遇措置の適用関係の有無 □有 □無

政治資金規正法第 19 条

の７第１項第１号に係る

国会議員関係政治団体

代表者である公職の候補者に係る公職の種類 区 分

□衆議院比例代表選出議員 □衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員 □参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

政治資金規正法第 19 条

の７第１項第２号に係る

国会議員関係政治団体

公職の候補者の氏名 公職の候補者に係る公職の種類 区 分

（ふりがな）

しずおか たろう

静 岡 太 郎

□衆議院比例代表選出議員 □衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員 □参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

上記以外の政治団体

公職の候補者の氏名 公職の候補者に係る公職の種類 区 分

（ふりがな） □県知事 □県議会議員 □市長 □市議会議員

□町長 □町議会議員 □非後援 □複数後援

□現 職

□候補者等

静

岡

＜記載例４＞ 国会議員関係政治団体の１号団体、２号団体の双方に該当する場合

両方にチェック

両
欄
に
記
入

１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」の

場合は、従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰か

により以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出

2号団体に該当する場合、「国会議員関係団体に該当
する旨の通知」が併せて必要となります。
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＜記載例 後援会の規約＞

〇 〇 会 規 約

第 1条（名称・所在地）

本会は、〇〇会と称し、主たる事務所を〇〇市におく。

第 2条（目的）

本会は、県政の発展と県民生活の向上のために尽力している〇〇〇〇氏の政治活動を後

援することを本来の目的とし、あわせて会員相互の親睦を深めることを目的とする。

第 3条（事業）

本会は、前条の目的を達成するため次の事業を行う。

１ 講演会、座談会等の開催

２ 会報等の発刊及び配布

３ 関係諸団体との連携

４ その他本会の目的達成のため必要な事業

第 4条（会員）

本会は、第 2条の目的に賛同し、入会申込書を提出した者をもって会員とする。

第 5条（役員）

本会に次の役員をおく。

会 長 １ 名

副 会 長 ２ 名

幹 事 若干者

会計責任者 １ 名

監 事 ２ 名

第 6条（役員の選出及び任期）

１ 役員は総会において選出する。

２ 役員の任期は 1年とする。但し、再任を妨げない。

第 7条（会議）

１ 会長は毎年 1回の通常総会その他必要に応じ臨時総会を招集する。

２ 会長は、必要に応じ役員会を招集する。

第 8条（経費）

本会の経費は、会費（年額〇〇〇〇円）、寄附金その他の収入をもって充当する。

第 9条（会計年度及び会計監査）

１ 本会の会計年度は、毎年 1月 1日から 12 月 31 日までとする。

２ 会計責任者は、本会の経理につき年 1回監事による監査を受け、その監査報告

書を付して総会に報告する。

第 10 条（規約の改廃）

本規約の改廃は、総会において決定する。

第 11 条（補則）

本規約に定めなき事項については、役員会で決定する。

附 則

本規約は、令和〇年〇月〇日より実施する。
設立時は、政治団体設立届の「組織年月
日」と同日にしてください。
異動時は、異動届の「異動年月日」と同
日にしてください。
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(2)

被 推 薦 書

政治団体の名称

代 表 者 の 氏 名 様

公職の種類

（令和 年 月 日から）

氏 名 ㊞

住 所

私（私達）は、 年 月 日から貴団体の推薦（支持）を受けて

います。

（備考）

１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

２ 「公職の種類」には、衆議院議員、参議院議員、都道府県の議会の議員若しくは長又は指

定都市の議会の議員若しくは長の区分により、その職のある者にあっては「衆議院議員（現

職）」、その職の候補者及び候補者となろうとする者にあっては「衆議院議員（候補者等）」

の例により記載すること。

３ 「氏名」欄は、記名押印又は署名とし、署名は必ず本人が自署すること。

４ 被推薦者が多数の場合には、別紙として添付すること。

５ 公職の種類に異動があつた場合には、「公職の種類」に異動後の公職の種類及び異動年月

日を「衆議院議員（候補者等）（令和 年 月 日から）」の例により記載すること。
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(2)

被 推 薦 書

政治団体の名称 静岡たろう後援会

代 表 者 の 氏 名 三島 一郎 様

公職の種類 静岡県議会議員（現職）

（令和○○年１２月１日から）

氏 名 静岡 太郎

住 所 静岡市葵区○○町１番地

私（私達）は、令和○○年６月１日から貴団体の推薦（支持）を受けていま

す。

静
岡

「記名押印」又は本人による「署名」が
必ず必要です。

団体から推薦（支持）を受けた日を記載くだ
さい。
（設立時から支持を受けている場合は、設立
日と同日）

設立届に添付する場合、設立日を記載ください。
異動届に添付する場合、異動届の異動年月日を記載ください。
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(3) 届 出 事 項 等 の 異 動 届
（事務所所在地等）

令和 年 月 日

政治団体の名称

事務所の所在地

代表者の氏名

記

総 務 大 臣
様

静岡県選挙管理委員会

異 動 事 項 内 容 異動年月日

(ふりがな)

名 称

新
令和

・ ・

旧

目 的 新 別紙のとおり 旧 別紙のとおり
令和

・ ・

主たる事務所

の 所 在 地

新
(〒 － ) (電話 － － )

令和

・ ・
旧

(〒 － ) (電話 － － )

静岡県

主たる活動区域
新 令和

・ ・旧

政治団体の区分 新

□政 党
□政党の支部
□政治資金団体
□政治資金規正法第18条の２第１項の
規定による政治団体
□その他の政治団体
□その他の政治団体の支部

旧

□政 党
□政党の支部
□政治資金団体
□政治資金規正法第18条の２第１項の
規定による政治団体
□その他の政治団体
□その他の政治団体の支部

令和

・ ・

支 部 の 有 無 新
□ 有
□ 無

旧
□ 有
□ 無

令和

・ ・

課税上の優遇措置
の適用関係の有無

新
□ 有
□ 無

旧
□ 有
□ 無

令和

・ ・

綱領、党則、規約等 新 別紙のとおり 旧 別紙のとおり
令和

・ ・

被 推 薦 書 新 別紙のとおり 旧 別紙のとおり
令和

・ ・

公 職 の 種 類 新 旧
令和

・ ・

そ の 他
令和

・ ・

政治資金規正法第６条第１項の規定により届け出た事項
に異動があったので、同法

政治資金規正法第６条第２項の規定により提出した綱領等の内容

第７条の規定により、下記のとおり届け出ます。
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（備考）

１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

２ 代表者本人が届け出る場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理人が届け出る場合にあ

っては当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書類の提示又は提出を行うこと。ただし、代表者本人

の署名その他の措置を講ずる場合は、この限りでない。

３ 異動の日から７日以内に届け出ること。

４ 政治団体設立届の際に併せて提出した法第６条第２項に規定する綱領、党則、規約その他の政令で定め

る文書（法第18 条の２第１項の規定による政治団体にあっては、開催計画書その他の政令で定める文書）

の内容に異動があった場合には、異動後の文書を提出すること。
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(3) 届 出 事 項 等 の 異 動 届
（事務所所在地等）

令和 〇年 １０月 ５日

政治団体の名称 静岡たろう後援会

事務所の所在地 静岡県静岡市駿河区有明町２-２０

代表者の氏名 三 島 一 郎

記

異 動 事 項 内 容 異動年月日

(ふりがな)

名 称

新
令和

・ ・

旧

目 的 新 別紙のとおり 旧 別紙のとおり
令和

・ ・

主たる事務所

の 所 在 地

新
(〒422 －8067 ) (電話 054 － 221 － 2050 )

静岡県静岡市駿河区有明町２-２０ 令和

〇・10・1
旧

(〒420 －8601 ) (電話 054 － 221 － 2058 )

静岡県静岡市葵区追手町９－６

主たる活動区域
新 静岡市駿河区 令和

〇・10・1旧 静岡市葵区

政治団体の区分 新

□政 党
□政党の支部
□政治資金団体
□政治資金規正法第18条の２第１項の
規定による政治団体
□その他の政治団体
□その他の政治団体の支部

旧

□政 党
□政党の支部
□政治資金団体
□政治資金規正法第18条の２第１項の
規定による政治団体
□その他の政治団体
□その他の政治団体の支部

令和

・ ・

支 部 の 有 無 新
□ 有
□ 無

旧
□ 有
□ 無

令和

・ ・

課税上の優遇措置
の適用関係の有無

新
□ 有
□ 無

旧
□ 有
□ 無

令和

・ ・

綱領、党則、規約等 新 別紙のとおり 旧 別紙のとおり
令和

〇・10・1

被 推 薦 書 新 別紙のとおり 旧 別紙のとおり
令和

・ ・

公 職 の 種 類 新 旧
令和

・ ・

そ の 他
令和

・ ・

総 務 大 臣
様

静岡県選挙管理委員会

政治資金規正法第６条第１項の規定により届け出た事項
に異動があったので、同法

政治資金規正法第６条第２項の規定により提出した綱領等の内容

第７条の規定により、下記のとおり届け出ます。

届出事項の変更後の内
容で記載します 三

島

１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」

の場合は、従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰

かにより以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出

改

正

後

の

規

約

等

を

添

付

し

て

く

だ

さ

い

異動のあった事項の新・旧のみ記入し、異動のない欄は記入不要です

・名称・主たる事務所の所在地・活動区域が異動する場合、規約等の改正が併せて必要になる可能性が
ありますので御注意ください。

・資金管理団体に指定している場合で、名称・主たる事務所の所在地・公職の種類のいずれかが異動し
た場合は、「資金管理団体届出事項の異動届」が併せて必要となります。

・政党の支部の場合で、名称・主たる事務所の所在地・主たる活動区域のいずれかが異動した場合は、
変更後の内容が記載された「支部証明書」が併せて必要となります。
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(4) 届 出 事 項 等 の 異 動 届

（代 表 者 等）

令和 年 月 日

総 務 大 臣
様

静岡県選挙管理委員会

政治団体の名称

事務所の所在地

代表者の氏名

政治資金規正法第６条第１項の規定により届け出た事項に異動があったので、同法第７条の規定に

より、下記のとおり届け出ます。

記

異 動 事 項
内 容

異動年月日
(ふりがな)
氏 名

住 所 生年月日

代 表 者

新

(〒 - )（電話 - - ）
大・昭・平

・ ・ 令和

・ ・

旧

(〒 - )（電話 - - ）
大・昭・平

・ ・

会計責任者

新

(〒 - )（電話 - - ）
大・昭・平

・ ・ 令和

・ ・

旧

(〒 - )（電話 - - ）
大・昭・平

・ ・

会計責任者の

職務代行者

新

(〒 - )（電話 - - ）
大・昭・平

・ ・ 令和

・ ・

旧

(〒 - )（電話 - - ）
大・昭・平

・ ・
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（備考）

１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

２ 代表者本人が届け出る場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理人が届け出る場合にあ

っては当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書類の提示又は提出を行うこと。ただし、代表者本人

の署名その他の措置を講ずる場合は、この限りでない。

３ 代表者に異動があった場合は、新しい代表者の氏名で届け出ること。

４ 異動の日から７日以内に届け出ること。
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(4) 届 出 事 項 等 の 異 動 届

（代 表 者 等）

令和 〇〇 年 10月 5日

総 務 大 臣
様

静岡県選挙管理委員会

政治団体の名称 静岡たろう後援会

事務所の所在地 静岡市駿河区有明町２-２０

代表者の氏名 静岡 太郎

政治資金規正法第６条第１項の規定により届け出た事項に異動があったので、同法第７条の規定に

より、下記のとおり届け出ます。

記

異 動 事 項 内 容
異動年月日

(ふりがな)
氏 名

住 所 生年月日

代 表 者

新
しずおか たろう

静 岡 太 郎

(〒000－0000) (電話 111－111－1111)

静岡市葵区○○町１番地
大・○昭・平

50・10・11 令和

〇・10・1

旧
みしま いちろう

三 島 一 郎

(〒000－0000) (電話 111－111－1111)

沼津市○○町１番地
大・○昭・平

10・5・6

会計責任者

新
てんりゅう かずこ

天 竜 一 子

(〒555－5555) (電話 666－666－6666)

浜松市中区○○町４番地
大・○昭・平

40・8・9 令和

〇・10・1

旧
はままつ じろう

浜 松 次 郎

(〒222－2222) (電話 333－333－3333)

磐田市○○町２番地
大・○昭・平

20・6・7

会計責任者の

職務代行者

新

(〒 - )（電話 - - ）
大・昭・平

・ ・ 令和

・ ・

旧

(〒 - )（電話 - - ）
大・昭・平

・ ・

静

岡

１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」

の場合は、従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰

かにより以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出

届出事項の変更後の
内容で記載します

異動のあった事項の新・旧のみ記入し、異動のない欄は記入不要です
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(5) 届 出 事 項 等 の 異 動 届

（国会議員関係政治団体）

令和 年 月 日

総 務 大 臣
様

静岡県選挙管理委員会

政治団体の名称

事務所の所在地

代表者の氏名

政治資金規正法第６条第１項の規定により届け出た事項に異動があったので、同法第７条の規定により、

下記のとおり届け出ます。

記

異動事項
内 容 異動年月日

新 旧

国会議員関係

団体の区分

□ 政治資金規正法第19条の７第１項
第１号に係る国会議員関係政治団体

□ 政治資金規正法第19条の７第１項
第２号に係る国会議員関係政治団体

□ 国会議員関係政治団体以外の政治
団体

□ 政治資金規正法第19条の７第１項
第１号に係る国会議員関係政治団体

□ 政治資金規正法第19条の７第１項
第２号に係る国会議員関係政治団体

□ 国会議員関係政治団体以外の政治
団体

令和

・ ・

代表者である

公職の候補者に

係る公職の種類

□衆議院比例代表選出議員

□衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員

□参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

□衆議院比例代表選出議員

□衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員

□参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

令和
・ ・

公職の候補者

の 氏 名

（ふりがな）

令和
・ ・

公職の候補者に

係る公職の種類

□衆議院比例代表選出議員

□衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員

□参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

□衆議院比例代表選出議員

□衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員

□参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

令和
・ ・
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（備考）

１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

２ 代表者本人が届け出る場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理人が届け出る場合にあ

って当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書類の提示又は提出を行うこと。ただし、代表者本人の

署名その他の措置を講ずる場合は、この限りでない。

３ 既に政治団体設立届を提出している政治団体が国会議員関係政治団体に該当することとなった場合に

は、法第 19条の７項第１号に係る国会議員関係団体にあってはその「代表者である公職の候補者に係る

公職の種類」を、同項第２号に係る国会議員関係政治団体にあっては同号の「公職の候補者の氏名」及

び当該「公職の候補者に係る公職の種類」を、それぞれ該当する欄に記載すること。

４ 法第 19条の７第１項第２号に係る国会議員関係政治団体が法第 19 条の８第２項の規定による通知を

受け、当該国会議員関係政治団体に該当しなくなった旨の届出をする場合には、当該通知に係る文書を

併せて提出すること。

-95-



(5) 届 出 事 項 等 の 異 動 届

（国会議員関係政治団体）

令和○年１０月 ５日

総 務 大 臣
様

静岡県選挙管理委員会

政治団体の名称 ○○党静岡県支部

事務所の所在地 静岡市葵区追手町９番６号

代表者の氏名 静 岡 太 郎

政治資金規正法第６条第１項の規定により届け出た事項に異動があったので、同法第７条の規定により、

下記のとおり届け出ます。

記

異動事項
内 容

異動年月日
新 旧

国会議員関係

団体の区分

□ 政治資金規正法第19条の７第１項
第１号に係る国会議員関係政治団体

□ 政治資金規正法第19条の７第１項
第２号に係る国会議員関係政治団体

□ 国会議員関係政治団体以外の政治
団体

□ 政治資金規正法第19条の７第１項
第１号に係る国会議員関係政治団体

□ 政治資金規正法第19条の７第１項
第２号に係る国会議員関係政治団体

□ 国会議員関係政治団体以外の政治
団体

令和

○・10・1

代表者である

公職の候補者に

係る公職の種類

□衆議院比例代表選出議員

□衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員

□参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

□衆議院比例代表選出議員

□衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員

□参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

令和

○・10・1

公職の候補者

の 氏 名

（ふりがな）

令和
・ ・

公職の候補者に

係る公職の種類

□衆議院比例代表選出議員

□衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員

□参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

□衆議院比例代表選出議員

□衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員

□参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

令和
・ ・

＜記載例１＞ 国会議員関係政治団体の以外の団体が、国会議員関係政治団体の 1号団体に異動した場合

静

岡

１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」

の場合は、従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰

かにより以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出
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(5) 届 出 事 項 等 の 異 動 届

（国会議員関係政治団体）

令和○年１０月 ５日

総 務 大 臣
様

静岡県選挙管理委員会

政治団体の名称 静岡たろう後援会

事務所の所在地 静岡市葵区追手町９番６号

代表者の氏名 三 島 一 郎

政治資金規正法第６条第１項の規定により届け出た事項に異動があったので、同法第７条の規定により、

下記のとおり届け出ます。

記

異動事項
内 容

異動年月日
新 旧

国会議員関係

団体の区分

□ 政治資金規正法第19条の７第１項
第１号に係る国会議員関係政治団体

□ 政治資金規正法第19条の７第１項
第２号に係る国会議員関係政治団体

□ 国会議員関係政治団体以外の政治
団体

□ 政治資金規正法第19条の７第１項
第１号に係る国会議員関係政治団体

□ 政治資金規正法第19条の７第１項
第２号に係る国会議員関係政治団体

□ 国会議員関係政治団体以外の政治
団体

令和

○・10・1

代表者である

公職の候補者に

係る公職の種類

□衆議院比例代表選出議員

□衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員

□参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

□衆議院比例代表選出議員

□衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員

□参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

令和
・ ・

公職の候補者

の 氏 名

（ふりがな）

しずおか たろう

静 岡 太 郎

令和

○・10・1

公職の候補者に

係る公職の種類

□衆議院比例代表選出議員

□衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員

□参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

□衆議院比例代表選出議員

□衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員

□参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

令和

○・10・1

＜記載例２＞ 国会議員関係政治団体の以外の団体が、国会議員関係政治団体の２号団体に異動した場合

三

島

１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」

の場合は、従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰

かにより以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出

（旧が国会議員関係政治団体
以外の政治団体の場合は記入
不要）

2号団体に該当する場合、「国会議員関係団体に該当する旨の通知」を併せて提出
（2号団体に該当しなくなった場合は、「国会議員関係団体に該当しなくなった旨の通知」を併せて提出）
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(5) 届 出 事 項 等 の 異 動 届

（国会議員関係政治団体）

令和○年１０月 ５日

総 務 大 臣
様

静岡県選挙管理委員会

政治団体の名称 静岡たろう後援会

事務所の所在地 静岡市葵区追手町９番６号

代表者の氏名 静 岡 太 郎

政治資金規正法第６条第１項の規定により届け出た事項に異動があったので、同法第７条の規定により、

下記のとおり届け出ます。

記

異動事項
内 容

異動年月日
新 旧

国会議員関係

団体の区分

□ 政治資金規正法第19条の７第１項
第１号に係る国会議員関係政治団体

□ 政治資金規正法第19条の７第１項
第２号に係る国会議員関係政治団体

□ 国会議員関係政治団体以外の政治
団体

□ 政治資金規正法第19条の７第１項
第１号に係る国会議員関係政治団体

□ 政治資金規正法第19条の７第１項
第２号に係る国会議員関係政治団体

□ 国会議員関係政治団体以外の政治
団体

令和

○・10・1

代表者である

公職の候補者に

係る公職の種類

□衆議院比例代表選出議員

□衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員

□参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

□衆議院比例代表選出議員

□衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員

□参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

令和

○・10・1

公職の候補者

の 氏 名

（ふりがな）

しずおか たろう

静 岡 太 郎

令和

○・10・1

公職の候補者に

係る公職の種類

□衆議院比例代表選出議員

□衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員

□参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

□衆議院比例代表選出議員

□衆議院小選挙区選出議員

□参議院比例代表選出議員

□参議院選挙区選出議員

□現 職

□候補者等

令和

○・10・1

＜記載例３＞ 国会議員関係政治団体の以外の団体が、国会議員関係政治団体の１号団体、２号団体の

双方に該当する団体に異動した場合

静

岡

１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」

の場合は、従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰

かにより以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出

（旧が国会議員関係政治団体
以外の政治団体の場合は記入
不要）

2号団体に該当する場合、「国会議員関係団体に該当する旨の通知」を併せて提出
（2号団体に該当しなくなった場合は、「国会議員関係団体に該当しなくなった旨の通知」を併せて提出）
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(6)

寄附金（税額）控除のための書類

この寄附金は、政治資金規正法第 12条若しくは第 17条又は公職選挙法第 189 条の規定による報告

書により報告されたものです。

（寄附をした者）

（「寄附金の額」の頭部には必ず「￥」を付けること。）

（寄附を受けた団体）

（寄附を受けた個人）

（寄附の内訳）

（同一人から数回に分けて寄附を受けた場合には、上段の「※寄附年月日」欄への記載は不要です。）

氏 名

住 所

寄 附 金 の 額
百万 十万 万 千 百 十 円

※寄 附 年 月 日 令和 年 月 日

名 称

所 在 地

団 体 の 区 分

いずれか該当するもの

の番号を〇で表示

政党又は政治資金団体
租税特別措置法第 41条の 18

第１項第１号又は第２号

左記以外の特定の政治団体
租税特別措置法第 41条の 18

第１項第３号又は第４号

１ ２

租税特別措置法第 41 条の

18 第１項第３号該当の場合

その団体の主宰者又は主要な

構成員である国会議員の氏名

租税特別措置法第 41 条の

18 第１項第４号該当の場合

同号イ該当の場合は(2)の

記載は必要ありません。

(1) その団体が推薦し又は支持

する者の氏名

(2) 上記(1)の者が立候補した

選挙名及び立候補年月日

選挙

令和 年 月 日

公 職 の 候 補 者

(1) 公職の候補者の氏名

(2) 上記(1)の者が立候補した

選挙名及び立候補年月日

選挙

令和 年 月 日

住 所

年 月 日 金 額 年 月 日 金 額 年 月 日 金 額

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

(確認欄)
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(6)

寄附金（税額）控除のための書類

この寄附金は、政治資金規正法第 12条若しくは第 17条又は公職選挙法第 189 条の規定による報告

書により報告されたものです。

（寄附をした者）

（「寄附金の額」の頭部には必ず「￥」を付けること。）

（寄附を受けた団体）

（寄附を受けた個人）

（寄附の内訳）

（同一人から数回に分けて寄附を受けた場合には、上段の「※寄附年月日」欄への記載は不要です。）

氏 名 函南 五花

住 所 静岡県田方郡函南町○○

寄 附 金 の 額
百万 十万 万 千 百 十 円

￥ １ ０ ０ ０ ０ ０

※寄 附 年 月 日 令和 ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日

名 称 ○○党静岡県支部

所 在 地 静岡県静岡市葵区追手町９番６号

団 体 の 区 分

いずれか該当するもの

の番号を〇で表示

政党又は政治資金団体
租税特別措置法第 41条の 18

第１項第１号又は第２号

左記以外の特定の政治団体
租税特別措置法第 41条の 18

第１項第３号又は第４号

１ ２

租税特別措置法第 41 条の

18 第１項第３号該当の場合

その団体の主宰者又は主要な

構成員である国会議員の氏名

租税特別措置法第 41 条の

18 第１項第４号該当の場合

同号イ該当の場合は(2)の

記載は必要ありません。

(1) その団体が推薦し又は支持

する者の氏名

(2) 上記(1)の者が立候補した

選挙名及び立候補年月日

選挙

令和 年 月 日

公 職 の 候 補 者

(1) 公職の候補者の氏名

(2) 上記(1)の者が立候補した

選挙名及び立候補年月日

選挙

令和 年 月 日

住 所

年 月 日 金 額 年 月 日 金 額 年 月 日 金 額

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

(確認欄)

＜記載例１＞ 政党・政治資金団体の場合

寄附をした者（及び寄附の内訳）は、政治資金収支報告書の様式（そ
の7）と一致します。
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(6)

寄附金（税額）控除のための書類

この寄附金は、政治資金規正法第 12条若しくは第 17条又は公職選挙法第 189 条の規定による報告

書により報告されたものです。

（寄附をした者）

（「寄附金の額」の頭部には必ず「￥」を付けること。）

（寄附を受けた団体）

（寄附を受けた個人）

（寄附の内訳）

（同一人から数回に分けて寄附を受けた場合には、上段の「※寄附年月日」欄への記載は不要です。）

氏 名 清水 六郎

住 所 静岡県駿東郡清水町○○

寄 附 金 の 額
百万 十万 万 千 百 十 円

￥ ６ ０ ０ ０ ０

※寄 附 年 月 日 令和 年 月 日

名 称 静岡たろう後援会

所 在 地 静岡県静岡市葵区追手町９番６号

団 体 の 区 分

いずれか該当するもの

の番号を〇で表示

政党又は政治資金団体
租税特別措置法第 41条の 18

第１項第１号又は第２号

左記以外の特定の政治団体
租税特別措置法第 41条の 18

第１項第３号又は第４号

１ ２

租税特別措置法第 41 条の

18 第１項第３号該当の場合

その団体の主宰者又は主要な

構成員である国会議員の氏名

租税特別措置法第 41 条の

18 第１項第４号該当の場合

同号イ該当の場合は(2)の

記載は必要ありません。

(1) その団体が推薦し又は支持

する者の氏名
静岡 太郎

(2) 上記(1)の者が立候補した

選挙名及び立候補年月日

選挙

令和 年 月 日

公 職 の 候 補 者

(1) 公職の候補者の氏名

(2) 上記(1)の者が立候補した

選挙名及び立候補年月日

選挙

令和 年 月 日

住 所

年 月 日 金 額 年 月 日 金 額 年 月 日 金 額

○・○・○ 20,000 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

○・○・○ 20,000 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

○・○・○ 20,000 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

(確認欄)
＜記載例２＞ 国会議員、県知事、県議会議員、指定都市の市長、

指定都市の議会議員（現職）を推薦・支持する団体

の場合

寄附をした者（及び寄附の内訳）は、政治資金収支報告書の様式（そ
の7）と一致します。
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(6)

寄附金（税額）控除のための書類

この寄附金は、政治資金規正法第 12条若しくは第 17条又は公職選挙法第 189 条の規定による報告

書により報告されたものです。

（寄附をした者）

（「寄附金の額」の頭部には必ず「￥」を付けること。）

（寄附を受けた団体）

（寄附を受けた個人）

（寄附の内訳）

（同一人から数回に分けて寄附を受けた場合には、上段の「※寄附年月日」欄への記載は不要です。）

氏 名 長泉 七重

住 所 静岡県駿東郡長泉町○○

寄 附 金 の 額
百万 十万 万 千 百 十 円

￥ ５ ０ ０ ０ ０

※寄 附 年 月 日 令和 ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日

名 称 静岡たろう後援会

所 在 地 静岡県静岡市葵区追手町９番６号

団 体 の 区 分

いずれか該当するもの

の番号を〇で表示

政党又は政治資金団体
租税特別措置法第 41条の 18

第１項第１号又は第２号

左記以外の特定の政治団体
租税特別措置法第 41条の 18

第１項第３号又は第４号

１ ２

租税特別措置法第 41 条の

18 第１項第３号該当の場合

その団体の主宰者又は主要な

構成員である国会議員の氏名

租税特別措置法第 41 条の

18 第１項第４号該当の場合

同号イ該当の場合は(2)の

記載は必要ありません。

(1) その団体が推薦し又は支持

する者の氏名
静岡 太郎

(2) 上記(1)の者が立候補した

選挙名及び立候補年月日

衆議院議員 選挙

令和○○年○○月○○日

公 職 の 候 補 者

(1) 公職の候補者の氏名

(2) 上記(1)の者が立候補した

選挙名及び立候補年月日

選挙

令和 年 月 日

住 所

年 月 日 金 額 年 月 日 金 額 年 月 日 金 額

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

(確認欄)
＜記載例３＞ 国会議員、県知事、県議会議員、指定都市の市長、

指定都市の議会議員の候補者等を推薦・支持する団体

の場合（立候補した年及びその前年に受けた寄附のみ）

寄附をした者（及び寄附の内訳）は、政治資金収支報告書の様式（そ
の7）と一致します。
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(6)

寄附金（税額）控除のための書類

この寄附金は、政治資金規正法第 12条若しくは第 17条又は公職選挙法第 189 条の規定による報告

書により報告されたものです。

（寄附をした者）

（「寄附金の額」の頭部には必ず「￥」を付けること。）

（寄附を受けた団体）

（寄附を受けた個人）

（寄附の内訳）

（同一人から数回に分けて寄附を受けた場合には、上段の「※寄附年月日」欄への記載は不要です。）

氏 名 小山 八彦

住 所 静岡県駿東郡小山町○○

寄 附 金 の 額
百万 十万 万 千 百 十 円

￥ ５ ０ ０ ０ ０ ０

※寄 附 年 月 日 令和 ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日

名 称

所 在 地

団 体 の 区 分

いずれか該当するもの

の番号を〇で表示

政党又は政治資金団体
租税特別措置法第 41条の 18

第１項第１号又は第２号

左記以外の特定の政治団体
租税特別措置法第 41条の 18

第１項第３号又は第４号

１ ２

租税特別措置法第 41 条の

18 第１項第３号該当の場合

その団体の主宰者又は主要な

構成員である国会議員の氏名

租税特別措置法第 41 条の

18 第１項第４号該当の場合

同号イ該当の場合は(2)の

記載は必要ありません。

(1) その団体が推薦し又は支持

する者の氏名

(2) 上記(1)の者が立候補した

選挙名及び立候補年月日

選挙

令和 年 月 日

公 職 の 候 補 者

(1) 公職の候補者の氏名 静岡 太郎

(2) 上記(1)の者が立候補した

選挙名及び立候補年月日

静岡県議会議員 選挙

令和○○年○○月○○日

住 所 静岡県静岡市葵区○○町１番地

年 月 日 金 額 年 月 日 金 額 年 月 日 金 額

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円 ・ ・ 円

(確認欄)
＜記載例４＞ 国会議員、県知事、県議会議員、指定都市の市長、

指定都市の議会議員の候補者が選挙運動に関する寄附

を受けた場合（当該選挙を管理執行する選挙管理委員

会で確認を受ける）

寄附をした者（及び寄附の内訳）は、選挙運動費用収支報告書の収入
欄と一致します。
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(7)

政 治 団 体 解 散 届

令和 年 月 日

総 務 大 臣

静岡県選挙管理委員会

政治団体の名称

事務所の所在地

代 表 者 の 氏 名

会計責任者の氏名

令和 年 月 日に解散をしたので、政治資金規正法第 17 条第１項の

規定により届け出ます。

（備考）

１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

２ 代表者及び会計責任者本人が届け出る場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、こ

れらの者の代理人が届け出る場合にあっては当該代理人の権限を証する書面及び本人確認

書類の提示又は提出を行うこと。ただし、代表者及び会計責任者本人の署名その他の措置を

講ずる場合は、この限りでない。

３ 目的の変更その他により政治団体でなくなった旨の届出は、この様式に準じて行うこと。

４ この届出をする場合には、法第 17条第１項に規定する収入及び支出並びに資産等に関す

る事項を記載した報告書を提出すること。

５ 解散の日から 30 日以内（国会議員関係政治団体であった場合にあっては 60日以内）に届

出ること。

６ 資金管理団体に指定されている団体は、「資金管理団体取消届」又は「資金管理団体でな

くなった旨の届」を提出すること。

様
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(7)

政 治 団 体 解 散 届

令和 ○○ 年４月２０日

総 務 大 臣

静岡県選挙管理委員会

政治団体の名称 静岡たろう後援会

事務所の所在地 静岡市駿河区有明町２-２０

代 表 者 の 氏 名 三 島 一 郎

会計責任者の氏名 天 竜 一 子

令和 ○○ 年３月３１日に解散をしたので、政治資金規正法第 17 条第１項の

規定により届け出ます。

様

三

島

１ 代表者及び会計責任者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は本人による

「署名」の場合は、従前どおり提出可能です。

２ 会計責任者及び代表者の氏名の記載がどちらか一方あるいは両方が記名の場合、提

出者が誰かにより以下の手続が必要になります

ア 提出者が代表者及び会計責任者の場合⇒本人確認書類の提出又は提示

イ 提出者が代理人の場合⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び

本人確認書類の提示又は提出

天

竜

・解散年の 1月1日から解散日までの収支を記載した収支報告書が併せて

必要です（宣誓書の記載内容に御注意ください）。

・資金管理団体に指定している場合、「資金管理団体でなくなった旨の届（ま

たは指定取消届）」も併せて必要となります。
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(8)

証 票 交 付 申 請 書

（ 候 補 者 等 ）

令和 年 月 日

静 岡 県 選 挙 管 理 委 員 会

市（町）選挙管理委員会

候補者等の氏名

住 所

電話（ － － ）

職 業

政治活動のために使用する事務所に係る立札及び看板の類の証票に関する規

程第 1条の証票を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１ 公職の種類 （ ）

２ 証票交付申請枚数 枚

３ 立札及び看板の類を掲示する事務所の所在地並びに事務所ごとの立札及び

看板の類の枚数

事 務 所 の 所 在 地 立札及び看板の類の枚数

様
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備考 候補者等本人が申請する場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理

人が申請する場合にあっては委任状の提示又は提出及び当該代理人の本人確認書類の

提示又は提出を行うこと。ただし、候補者等本人の署名その他の措置がある場合はこ

の限りではない。
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(8)

証 票 交 付 申 請 書

（ 候 補 者 等 ）

令和○○年１０月５日

静 岡 県 選 挙 管 理 委 員 会

市（町）選挙管理委員会

候補者等の氏名 静岡 太郎

住 所 静岡市葵区○○町１番地

電話（ 1 1 1 － 1 1 1 － 1 1 1 1 ）

職 業 会社員

政治活動のために使用する事務所に係る立札及び看板の類の証票に関する規

程第 1条の証票を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１ 公職の種類 （ 静岡県議会議員 ）

２ 証票交付申請枚数 ６ 枚

３ 立札及び看板の類を掲示する事務所の所在地並びに事務所ごとの立札及び

看板の類の枚数

事 務 所 の 所 在 地 立札及び看板の類の枚数

静岡市葵区○○町１

静岡市葵区××町２

静岡市葵区△△町３

静岡市葵区◇◇町４

静岡市葵区□□町５

２

１

１

１

１

様

政治団体の事務所ではな
く、候補者等の住所を記
載します。

１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」

の場合は、従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰

かにより以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出

静

岡

衆議院（小選挙区）…最大10枚
参議院（選挙区）……最大18枚
知 事…最大18枚
県 議 会 議 員…最大6枚

※衆参比例は中央選管へ、市町選挙は当該
市町選管へお問い合わせください。

一か所に2枚まで設置可能欄が不足する場合は、別紙で
提出ください。
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(9)

証 票 交 付 申 請 書

（ 後 援 団 体 ）

令和 年 月 日

静 岡 県 選 挙 管 理 委 員 会

市（町）選挙管理委員会

後援団体の名称

代 表 者 氏 名

主たる事務所の

所 在 地

電話（ － － ）

政治活動のために使用する事務所に係る立札及び看板の類の証票に関する規程第1

条の証票を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１ 推薦し、又は支持する候補者等の氏名、住所、職業及び公職の種類

氏名 職業 公職の種類

住所 （電話 － － ）

２ 政治団体としての届出先 静岡県選挙管理委員会

３ 証票交付申請枚数 枚

４ 立札及び看板の類を掲示する事務所の所在地並びに事務所ごとの立札及び看板の

類の枚数

(注)書き切れないときは、別紙として添付すること。

上記の後援団体の本件証票交付申請については、公職選挙法施行令第110条の5第5項の同意を

します。なお、私に係る後援団体のすべてを通じて既に交付された証票の総数は 枚です。

令和 年 月 日

候補者等の氏名

事 務 所 の 所 在 地 立札及び看板の類の枚数

様
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備考 後援団体の代表者本人が申請する場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理

人が申請する場合にあっては委任状の提示又は提出及び当該代理人の本人確認書類の提示又

は提出を行うこと。ただし、後援団体の代表者本人の署名その他の措置がある場合はこの限り

ではない。
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(9)

証 票 交 付 申 請 書

（ 後 援 団 体 ）

令和○○年１０月５日

静 岡 県 選 挙 管 理 委 員 会

市（町）選挙管理委員会

後援団体の名称 静岡たろう後援会

代 表 者 氏 名 三 島 一 郎

主たる事務所の 静岡市駿河区有明町２-２０

所 在 地 電話（111－111－1111）

政治活動のために使用する事務所に係る立札及び看板の類の証票に関する規程第1

条の証票を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１ 推薦し、又は支持する候補者等の氏名、住所、職業及び公職の種類

氏名 静岡 太郎 職業 会社員 公職の種類 静岡県議会議員

住所 静岡市葵区○○町１番地 （電話 111－111－1111）

２ 政治団体としての届出先 静岡県選挙管理委員会

３ 証票交付申請枚数 ６ 枚

４ 立札及び看板の類を掲示する事務所の所在地並びに事務所ごとの立札及び看板の

類の枚数

(注)書き切れないときは、別紙として添付すること。

上記の後援団体の本件証票交付申請については、公職選挙法施行令第110条の5第5項の同意を

します。なお、私に係る後援団体のすべてを通じて既に交付された証票の総数は ０ 枚です。

令和○○年１０月５日

候補者等の氏名 静岡 太郎

事 務 所 の 所 在 地 立札及び看板の類の枚数

静岡市葵区○○町６

静岡市葵区××町７

静岡市葵区△△町８

静岡市葵区◇◇町９

静岡市葵区□□町１０

２

１

１

１

１

様

１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」の場合は、

従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰かにより

以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出

三

島

衆議院（小選挙区）…最大15枚
参議院（選挙区）……最大27枚
知 事…最大27枚
県 議 会 議 員…最大6枚

※衆参比例は中央選管へ、市町選挙
は当該市町選管へお問い合わせ
ください。

一か所に2枚まで設置可能

静

岡

候補者等の後援団体すべての通算とな
りますので、複数団体ある方は御注意く
ださい。
もし過去に証票を交付済みの場合は、そ
の数を除いて申請するとともに、交付済
み枚数をこの欄に記載してください。
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(10)

証 票 再 交 付 申 請 書

（ 候 補 者 等 ）

令和 年 月 日

静 岡 県 選 挙 管 理 委 員 会

市（町）選挙管理委員会

候補者等の氏名

住 所

電話（ － － ）

職 業

令和 年 月 日付で交付を受けた証票を紛失（汚損）したので再交付を

申請します。

記

１ 紛失又は汚損した証票の枚数及び番号

※汚損の場合は汚損した証票を添付すること

２ 紛失又は汚損の理由

３ 証票再交付申請枚数 枚

枚数 証票の番号

様
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備考 候補者等本人が申請する場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理

人が申請する場合にあっては委任状の提示又は提出及び当該代理人の本人確認書類の

提示又は提出を行うこと。ただし、候補者等本人の署名その他の措置がある場合はこ

の限りではない。
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(10)

証 票 再 交 付 申 請 書

（ 候 補 者 等 ）

令和○○年○月○日

静 岡 県 選 挙 管 理 委 員 会

市（町）選挙管理委員会

候補者等の氏名 静岡 太郎

住 所 静岡市葵区○○町１番地

電話（111－111－1111）

職 業 会社員

令和○○年１０月５日付で交付を受けた証票を紛失（汚損）したので再交付を

申請します。

記

１ 紛失又は汚損した証票の枚数及び番号

※汚損の場合は汚損した証票を添付すること

２ 紛失又は汚損の理由

看板の経年劣化による。

３ 証票再交付申請枚数 １ 枚

枚数 証票の番号

１ ○○○

様

１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」

の場合は、従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰

かにより以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出

政治団体の事務所ではな
く、候補者等の住所を記
載します。

証票の右下に記載されて
いる番号を記入ください。

静

岡
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(11)

証 票 再 交 付 申 請 書

（ 後 援 団 体 ）

令和 年 月 日

静 岡 県 選 挙 管 理 委 員 会

市（町）選挙管理委員会

後援団体の名称

代 表 者 氏 名

主たる事務所の

所 在 地

電話（ － － ）

令和 年 月 日付で交付を受けた証票を紛失（汚損）したので再交付を申請し

ます。

記

１ 紛失又は汚損した証票の枚数及び番号

※汚損の場合は汚損した証票を添付すること

２ 紛失又は汚損の理由

３ 証票再交付申請枚数 枚

枚数 証票の番号

様
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備考 後援団体の代表者本人が申請する場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理

人が申請する場合にあっては委任状の提示又は提出及び当該代理人の本人確認書類の提示又

は提出を行うこと。ただし、後援団体の代表者本人の署名その他の措置がある場合はこの限り

ではない。
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(11)

証 票 再 交 付 申 請 書

（ 後 援 団 体 ）

令和○○年○月○日

静 岡 県 選 挙 管 理 委 員 会

市（町）選挙管理委員会

後援団体の名称 静岡たろう後援会

代 表 者 氏 名 三 島 一 郎

主たる事務所の 静岡市駿河区有明町２-２０

所 在 地 電話（111－111－1111）

令和○○年１０月５日付で交付を受けた証票を紛失（汚損）したので再交付を申請

します。

記

１ 紛失又は汚損した証票の枚数及び番号

※汚損の場合は汚損した証票を添付すること

２ 紛失又は汚損の理由

看板の経年劣化による。

３ 証票再交付申請枚数 １ 枚

枚数 証票の番号

１ ○○○

様

１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」の場合は、

従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰かにより

以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出

三

島

証票の右下に記載されてい
る番号を記入ください。

-117-



(12)

資 金 管 理 団 体 指 定 届

令和 年 月 日

総 務 大 臣

静岡県選挙管理委員会

氏 名

住 所

資金管理団体として下記の政治団体を指定したので、政治資金規正法第19条第２項の規

定により届け出ます。

記

宣 誓 書

私は、上記の記載が真実であることを誓います。

令和 年 月 日

氏 名

公 職 の 種 類

（ 現職 ・ 候補者等 ）

選挙区（ ）

（ ふ り が な ）

資金管理団体の名称

主たる事務所の所在地

（〒 ― ） 電話（ ― ― ）

（ ふ り が な ）

代 表 者 の 氏 名

電

話

指 定 年 月 日 令和 年 月 日

様
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（備考）

１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

２ 公職の候補者本人が届け出る場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理人が届け出る

場合にあっては当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書類の提示又は提出を行うこと。ただし、

公職の候補者本人の署名その他の措置を講ずる場合は、この限りでない。

３ 「公職の種類」欄には、衆議院議員、参議院議員又は地方公共団体の議会の議員若しくは長の区分

により、その職については選挙区において選挙することとされている場合には当該選挙区名を付して、

その職にある者にあつては「衆議院議員 東京都第○区選挙区（現職）」、その職の候補者又は候補者

となろうとする者にあつては「衆議院議員 近畿選挙区（候補者等）」の例により記載すること。
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(12)

資 金 管 理 団 体 指 定 届

令和 ○○年 ６月 ５日

総 務 大 臣

静岡県選挙管理委員会

氏 名 静 岡 太 郎

住 所 静岡市葵区○○町１番地

資金管理団体として下記の政治団体を指定したので、政治資金規正法第19条第２項の規

定により届け出ます。

記

宣 誓 書

私は、上記の記載が真実であることを誓います。

令和 ○○年 ６月 ５日

氏 名 静 岡 太 郎

公 職 の 種 類

静岡県議会議員 （ 現職 ・ 候補者等 ）

選挙区（ 静岡市葵区 ）

（ ふ り が な ）

資金管理団体の名称

しず おか こう えん かい

静 岡 た ろ う 後 援 会

主たる事務所の所在地

(〒 420 － 8601 ) (電話 054 － 221 － 2058 )

静 岡 市 葵 区 追 手 町 ９ 番 ６ 号

（ ふ り が な ）

代 表 者 の 氏 名

しずおか たろう 電

話
111－111－1111

静 岡 太 郎

指 定 年 月 日 令和 ○○年 ６月 １日

様

１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」の場合は、

従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰かにより

以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出

静

岡事務所の住所ではなく、代表者
の住所となります。

静

岡

-120-



(13)

資金管理団体届出事項の異動届

令和 年 月 日

総 務 大 臣

静岡県選挙管理委員会

氏 名

住 所

資金管理団体の名称

届出事項に異動があったので、政治資金規正法第19条第３項第３号の規定により、下記

のとおり届け出ます。

記

宣 誓 書

私は、上記の記載が真実であることを誓います。

令和 年 月 日

氏 名

異動事項 内 容 異動年月日

公職の種類

新
（ 現職 ・ 候補者等 ） 令和

・ ・
選挙区（ ）

旧
（ 現職 ・ 候補者等 ）

選挙区（ ）

（ふ り が な）

資金管理団体

名 称

新 令和

・ ・
旧

主たる事務所

の 所 在 地

新
(〒 ― ) 電話（ ― ― ）

令和

・ ・

旧

（ふ り が な）

代表者の氏名

新 令和

・ ・
旧

様
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（備考）

１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

２ この届出は資金管理団体の届出をした者が行うこと。

３ 資金管理団体の届出をした者本人が届け出る場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代

理人が届け出る場合にあっては当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書類の提示又は提出を行

うこと。ただし、資金管理団体の届出をした者本人の署名その他の措置を講ずる場合は、この限りでな

い。
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(13)

資金管理団体届出事項の異動届

令和 ○○年 １０月 ５日

総 務 大 臣

静岡県選挙管理委員会

氏 名 静 岡 太 郎

住 所 静岡市葵区○○町１番地

資金管理団体の名称 静岡たろう後援会

届出事項に異動があったので、政治資金規正法第19条第３項第３号の規定により、下記

のとおり届け出ます。

記

宣 誓 書

私は、上記の記載が真実であることを誓います。

令和 ○○年 １０月 ５日

氏 名 静 岡 太 郎

異動事項 内 容 異動年月日

公職の種類

新
（ 現職 ・ 候補者等 ） 令和

・ ・
選挙区（ ）

旧
（ 現職 ・ 候補者等 ）

選挙区（ ）

（ふ り が な）

資金管理団体

名 称

新 令和

・ ・
旧

主たる事務所

の 所 在 地

新
(〒422 －8067 ) (電話 054 － 221 － 2050 )

静岡県静岡市駿河区有明町２-２０ 令和

〇・10・1

旧 静岡県静岡市葵区追手町９－６

（ふ り が な）

代表者の氏名

新 令和

・ ・
旧

様
１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」の場合は、

従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰かにより

以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出
静

岡

静

岡

事務所の住所ではなく、代表者
の住所となります。

異動のあった事項の新・旧のみ記入し、異動のない欄は記入不要です

届出事項等の異動届と一緒に提出ください

-123-



(14)

資 金 管 理 団 体 指 定 取 消 届

令和 年 月 日

総 務 大 臣

静岡県選挙管理委員会

氏 名

住 所

下記の政治団体に対する資金管理団体の指定を取り消したので、政治資金規正法第19条

第３項第１号の規定により届け出ます。

記

宣 誓 書

私は、上記の記載が真実であることを誓います。

令和 年 月 日

氏 名

（ ふ り が な ）

資金管理団体の名称

主たる事務所の所在地

（〒 ― ） 電話（ ― ― ）

取 消 年 月 日 令和 年 月 日

様
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（備考）

１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

２ この届出は資金管理団体の届出をした者が行うこと。

３ 資金管理団体の届出をした者本人が届け出る場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代

理人が届け出る場合にあっては当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書類の提示又は提出を行

うこと。ただし、資金管理団体の届出をした者本人の署名その他の措置を講ずる場合は、この限りでな

い。
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(14)

資 金 管 理 団 体 指 定 取 消 届

令和 ○○年 ３月 ３１日

総 務 大 臣

静岡県選挙管理委員会

氏 名 静 岡 太 郎

住 所 静岡市葵区○○町１番地

下記の政治団体に対する資金管理団体の指定を取り消したので、政治資金規正法第19条

第３項第１号の規定により届け出ます。

記

宣 誓 書

私は、上記の記載が真実であることを誓います。

令和 ○○年 ３月 ３１日

氏 名 静 岡 太 郎

（ ふ り が な ）

資金管理団体の名称

しず おか こう えん かい

静 岡 た ろ う 後 援 会

主たる事務所の所在地

(〒422 －8067 ) (電話 054 － 221 － 2050 )

静岡県静岡市駿河区有明町２－２０

取 消 年 月 日 令和 ○○年 ３月 ２５日

様

１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」の場合は、

従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰かにより

以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出

静

岡事務所の住所ではなく、代表者
の住所となります。

静

岡
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(15)

資金管理団体でなくなった旨の届

令和 年 月 日

総 務 大 臣

静岡県選挙管理委員会

氏 名

住 所

下記の政治団体は、政治資金規正法第19条第３項第２号に掲げる事由により、資金管理

団体でなくなったため、その旨を届け出ます。

記

宣 誓 書

私は、上記の記載が真実であることを誓います。

令和 年 月 日

氏 名

（ ふ り が な ）

資金管理団体の名称

主たる事務所の所在地

（〒 ― ） 電話（ ― ― ）

資金管理団体で

なくなった事由

□ 解散

□ 資金管理団体の届出をした者が死亡した

□ 資金管理団体の届出をした者が代表者でなくなった

□ 資金管理団体の届出をした者が公職の候補者でなくなった

□ その他（ ）

事由発生年月日 令和 年 月 日

様
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（備考）

１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

２ この届出は資金管理団体の届出をした者が行うこと。ただし、当該者が死亡した場合にあっては、新

たに選任された代表者が行うこと。

３ 資金管理団体の届出をした者（当該者が死亡した場合にあっては、新たに選任された代表者）本人が

届け出る場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理人が届け出る場合にあっては当該代

理人の権限を証する書面及び本人確認書類の提示又は提出を行うこと。ただし、資金管理団体の届出を

した者（当該者が死亡した場合にあっては、新たに選任された代表者）本人の署名その他の措置を講ず

る場合は、この限りでない。

４ 「□」内には、該当するものに「レ」を記入することとし、「資金管理団体でなくなった事由」欄の

中の該当する「□」に「レ」を記入すること。
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(15)

資金管理団体でなくなった旨の届

令和 ○○ 年４月５日

総 務 大 臣

静岡県選挙管理委員会

氏 名 静 岡 太 郎

住 所 静岡市葵区○○町１番地

下記の政治団体は、政治資金規正法第19条第３項第２号に掲げる事由により、資金管理

団体でなくなったため、その旨を届け出ます。

記

宣 誓 書

私は、上記の記載が真実であることを誓います。

令和 ○○年 ４月 ５日

氏 名 静 岡 太 郎

（ ふ り が な ）

資金管理団体の名称

しず おか こう えん かい

静 岡 た ろ う 後 援 会

主たる事務所の所在地

(〒422 －8067 ) (電話 054 － 221 － 2050 )

静岡県静岡市駿河区有明町２－２０

資金管理団体で

なくなった事由

□ 解散

□ 資金管理団体の届出をした者が死亡した

□ 資金管理団体の届出をした者が代表者でなくなった

□ 資金管理団体の届出をした者が公職の候補者でなくなった

□ その他（ ）

事由発生年月日 令和 ○○ 年３月３１日

様

１ 代表者の氏名の記載が記載例のような「記名押印」又は代表者本人による「署名」の場合は、

従前どおり提出可能です。

２ 代表者の氏名の記載が「記名」のみ（押印がない）の場合は届出を持参する者が誰かにより

以下の手続が必要になります。

ア 持参者が代表者本人の場合⇒本人確認書類の提示又は提出

イ 持参者が代理人の場合

⇒当該代理人の権限を証する書面（委任状等）及び本人確認書類の提示又は提出

静

岡
事務所の住所ではなく、代表者
の住所となります。

静

岡
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(16)

政 党 の 状 況 等 に 関 す る 届

令和 年 月 日

総 務 大 臣

様

静岡県選挙管理委員会

政党の支部の名称

本支部を支部とする政党の状況等について、下記のとおり届け出ます。

記

（備考）

１ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。

２ 「本支部を支部とする政党」欄には、当該支部を支部とする政党の名称、主たる事務所の所在地

及び主としてその活動を行う区域を記載すること。

３ １以上の市町村の区域（指定都市にあっては、その区の区域）又は選挙区の区域を単位として設

けられる支部にあっては、「□」内に「レ」を記入すること。

本支部を支部

とする政党

名 称

主 た る 事 務 所

の 所 在 地

主たる活動区 域

１以上の市町村の区域等を単位として設けられる支部 □
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(16)

政 党 の 状 況 等 に 関 す る 届

令和○○年 ６月 ５日

総 務 大 臣

様

静岡県選挙管理委員会

政党の支部の名称 ○○党静岡県支部

本支部を支部とする政党の状況等について、下記のとおり届け出ます。

記

本支部を支部

とする政党

名 称 ○○党

主 た る 事 務 所

の 所 在 地
東京都○○区○○

主たる活動区 域 全国

１以上の市町村の区域等を単位として設けられる支部 □

この様式は押印等は不要です。

-131-



(17)

支 部 証 明 書

政党の支部の名称

主たる事務所の所在地

主 た る 活 動 区 域

上記の支部は、本政党の を単位として設けられ

る支部であることを証明する。

令和 年 月 日

政 党 の 名 称

主たる事務所の所在地

代 表 者 の 氏 名 ㊞

（備考）

１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

２ １以上の市町村の区域（指定都市にあっては、その区域）又は選挙区の区域を単位として設けら

れる支部にあっては、「本政党の静岡県○○市を単位として設けられる支部」というように記載す

ること。

３ 「代表者の氏名」欄は、記名押印又は署名とし、署名の場合は必ず代表者本人が自署すること。
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(17)

支 部 証 明 書

政党の支部の名称 ○○党静岡県支部

主たる事務所の所在地 静岡市葵区追手町９番６号

主 た る 活 動 区 域 静岡県

上記の支部は、本政党の 静岡県 を単位として設けられ

る支部であることを証明する。

令和○○年 ６月 １日

政 党 の 名 称 ○○党

主たる事務所の所在地 東京都○○区○○

代 表 者 の 氏 名 東京 花子 ㊞

必ず代表者の署名か

記名押印が必要

東

京

異動届に添付する際は、異

動後の内容で記載くださ

い。

-133-



(18)

国会議員関係政治団体に該当する旨の通知

令和 年 月 日

政治団体の名称

代表者の氏名 様

公職の種類

氏 名 ㊞

住 所

貴団体は、私を推薦し、又は支持することを本来の目的とする政治団体として、政治資金

規正法第19条の７第１項第２号に係る国会議員関係政治団体に令和 年 月 日から

該当するため同法第６条第１項又は第７条第１項の規定による届出をする必要があるので、

同法第 19 条の８第１項の規定により通知します。

（備考）

１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

２ 「公職の種類」には、衆議院議員又は参議院議員の区分により、その職にある者にあつては「衆議

院議員（現職）」、その職の候補者及び候補者となろうとする者にあつては「衆議院議員（候補者等）」

の例により記載すること。

３ 「氏名」欄は、記名押印又は署名とし、署名は必ず本人が自署すること。

４ 国会議員関係政治団体に該当することとなつた年月日には、衆議院議員若しくは参議院議員に係る

公職の候補者となつた日又は政治団体から本来の目的として推薦し、若しくは支持されることとなつ

た日のいずれか遅い日を記載すること。

５ 公職の種類に異動があつた場合には、「公職の種類」に異動後の公職の種類及び異動年月日を「衆議

院議員（候補者等）」（令和 年 月 日から）」の例により記載すること。

-134-



(18)

国会議員関係政治団体に該当する旨の通知

令和○○年 ６月 ５日

政治団体の名称 静岡たろう後援会

代表者の氏名 静岡 太郎 様

公職の種類 参議院選挙区選出議員（候補者等）

氏 名 静岡 太郎 ㊞

住 所 静岡市葵区○○町１番地

貴団体は、私を推薦し、又は支持することを本来の目的とする政治団体として、政治資金

規正法第 19 条の７第１項第２号に係る国会議員関係政治団体に令和○○年６月１日から該

当するため同法第６条第１項又は第７条第１項の規定による届出をする必要があるので、同

法第 19 条の８第１項の規定により通知します。

静

岡
事務所の住所ではなく、本人

の住所となります。

必ず署名か記名押印

が必要

設立届の設立年月日（異動届に添付する場合

は異動年月日）と一致します。

現職または候補者等

のいずれかを記載く

ださい。

記載例１：新たに国会議員関係の公職の候補者になる場合（政治団

体設立時を含む）
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(18)

国会議員関係政治団体に該当する旨の通知

令和○○年 ９月 ５日

政治団体の名称 静岡たろう後援会

代表者の氏名 静岡 太郎 様

衆議院選挙区選出議員（候補者等）

公職の種類 （令和○○年９月１日から）

氏 名 静岡 太郎 ㊞

住 所 静岡市葵区○○町１番地

貴団体は、私を推薦し、又は支持することを本来の目的とする政治団体として、政治資金

規正法第 19 条の７第１項第２号に係る国会議員関係政治団体に令和○○年６月１日から該

当するため同法第６条第１項又は第７条第１項の規定による届出をする必要があるので、同

法第 19 条の８第１項の規定により通知します。

静

岡
事務所の住所ではなく、本人

の住所となります。

必ず署名か記名押印

が必要
当初提出時の日付のままにしてください。

異動後の公職の種類と異動年月日（異動届の異

動年月日と一致します）を記載ください。

記載例２：国会議員関係の公職の種類が、他の国会議員関係の公職

の種類に異動した場合（届出事項等の異動届（国会議員

関係政治団体）に添付）
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(19)

国会議員関係政治団体に該当しなくなった旨の通知

令和 年 月 日

政治団体の名称

代表者の氏名 様

氏 名 ㊞

住 所

私が衆議院議員又は参議院議員に係る公職の候補者でなくなったことにより、貴団体は令

和 年 月 日に政治資金規正法第19条の７第１項第２号に係る国会議員関係政治団

体に該当しなくなったため同法第７条第１項の規定による届出をする必要があるので、同法

第 19 条の８第２項の規定により通知します。

（備考）

１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

２ この通知は、第 19 条の８第１項の規定による通知をした者が行うこと。

３ 「氏名」欄は、記名押印又は署名とし、署名は必ず本人が自署すること。

４ 国会議員関係政治団体に該当しなくなった年月日には、衆議院議員又は参議院議員に係る公職の候

補者でなくなった日を記載すること。
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(19)

国会議員関係政治団体に該当しなくなった旨の通知

令和○○年１２月５日

政治団体の名称 静岡たろう後援会

代表者の氏名 静岡 太郎 様

氏 名 静岡 太郎 ㊞

住 所 静岡市葵区○○町１番地

私が衆議院議員又は参議院議員に係る公職の候補者でなくなったことにより、貴団体は令

和○○年１２月１日に政治資金規正法第 19 条の７第１項第２号に係る国会議員関係政治団

体に該当しなくなったため同法第７条第１項の規定による届出をする必要があるので、同法

第 19 条の８第２項の規定により通知します。

必ず署名か記名押印

が必要

静

岡

異動届の異動年月日と一致します。

事務所の住所ではなく、本人

の住所となります。
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（20）

委任状

私は、 を代理人と定め、下記事項の（ 提出 ・ 訂正 ）

を委任します。

記

□ 政治団体設立届 □ 届出事項等の異動届 □ 政治団体解散届

□ 資金管理団体指定届 □ 資金管理団体指定取消届

□ 資金管理団体でなくなった旨の届 □ 資金管理団体届出事項の異動届

□ 政治資金収支報告書

□ 証票交付申請書（ 公職の候補者等分 ・ 後援団体分 ）

□ 使途等報告書

□ その他（ ）

令和 年 月 日

氏名： ㊞

㊞

（届出の名義人の署名又は記名押印）
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委任状

私は、 伊豆 九兵衛 を代理人と定め、下記事項の（ 提出 ・ 訂正 ）

を委任します。

記

□ 政治団体設立届 □ 届出事項等の異動届 □ 政治団体解散届

□ 資金管理団体指定届 □ 資金管理団体指定取消届

□ 資金管理団体でなくなった旨の届 □ 資金管理団体届出事項の異動届

□ 政治資金収支報告書

□ 証票交付申請書（ 公職の候補者等分 ・ 後援団体分 ）

□ 使途等報告書

□ その他（ ）

令和 ○○ 年 ７ 月 １ 日

氏名： 静岡 太郎

天竜 一子

（届出の名義人の署名又は記名押印）

静
岡

「記名押印」又は本人による「署名」が
必ず必要です。

・この委任状は、届出等の氏名のうち署名または記名押印が必要な個所を「記名」で、か
つ本人ではない代理人が提出する場合に必要となります（届出等に署名または記名押印
がされている場合、委任状は不要です）。

・代理人の本人確認書類（運転免許証やマイナンバーカード等）の提示または写しの提出
が併せて必要です。

・被推薦書、支部証明書、国会議員関係政治団体に該当する旨の通知、国会議員関係政治
団体に該当しなくなった旨の通知については、記名のみでの提出はできません。

天

竜

記名で記載する者が複数いる場合、
それぞれから委任を受ける必要があ
ります。
（例えば、異動届は代表者の、政治
資金収支報告書は会計責任者の署名
又は記名押印が必要なため、代理人
がそれぞれを一度に提出しようとす
る場合は、両者から委任を受ける必
要があります。）
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